第１号様式（単独申請）
　　令和　　年　　月　　日
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金　交付申請書

（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様
所 在 地　　
名　  称　　
 代 表 者　役職名　
 氏　名　　　　　　     　　    
電    話　　
下記のとおり標記補助金の交付を受けたいので、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　補助金申請額　　　　金　　　　　　　　　　　円
　　経費の内訳は第１号様式【別紙２】のとおり
２　関係書類

　・事業計画書（第１号様式【別紙１】）
　・事業経費内訳書（第１号様式【別紙２】※第２号様式【別紙４と共用】）
・企業概要や製品（商品）が分かる書類（会社案内・カタログ等のパンフレット）
・企業理念・経営方針を記載したもの

・直近３期分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書）

　　※ただし、創業後３期に満たない場合は創業後の期数分

・市民税、固定資産税及び都市計画税の京都市税に関する納税証明書
（申請日から３箇月以内に発行されたもののうち該当するもの）

・事前着手届（第５号様式）　※補助金交付決定以前に事業着手する場合

・暴力団排除に関する誓約書（第１０号様式）

第１号様式【別紙１】

【事業計画書】

※様式は、適宜枠の幅を広げてご記入ください。

１.企業概要
	フリガナ
企業名
	
	創業年月日
	

	
	
	法人設立年月日
	

	フリガナ
代表者名
	
	役　職　名
	

	
	
	生年月日
	

	業種
(※別表1参照)
	
	総人員数

（直近）
	役　　員　　　　　　　　名
全従業員　　　　　　　　名

	資本金
	千円
	売上高(直近)
	千円

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	Ｅ-mail
	
	ＵＲＬ
	http://

	連絡担当者
	所属部署
	
	ＴＥＬ
	

	
	役　職
	
	ＦＡＸ
	

	
	氏　名
	
	E-mail
	


	事業内容
取扱商品・
サービス
	　


	住　所
(本社所在地)
	〒



	本社以外に事業所がある場合

	
	名　　称
	所　在　地
	従業員数

	
	
	〒
	

	
	
	〒
	

	
	
	〒


	

	株主構成
	主要取引先

	株主名
	会社との関係
	比率(％)
	販売先
	比率(％)
	仕入先
	比率(％)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	


２.企業の実績等

	①会社沿革  

	


	②企業の有する強み・弱み　

	


	③表彰実績、各種認定、認証取得等　

	　



	④公的補助金等の実績
（過去３年分に加え、申請中、申請予定のものもご記入ください。）

	（本補助事業に申請する事業と同一事業での公的補助金等の実績をご記入ください。また、他の競争的資金等に採択された場合は、速やかに当財団に報告してください。なお、事業実施期間内に、他の公的補助金の交付が確定した場合、事業終了後に提出いただく実績報告書における補助金交付確定額はその額を引いた額となりますのであらかじめご注意ください。）
　



	⑤経営理念・経営方針（事業計画等関連する資料を提出ください）

	　



	⑥ジェトロ、中小機構（中小企業基盤整備機構）、京都市産業技術研究所等による支援を受けた経験があればご記入ください　

	　



	⑦海外事業経験　　

	　【　　】（有・無を記入）　【　　】年（海外事業経験年数）



	⑧本事業の実施体制　　―社内の人材概要、海外拠点、支援パートナー、社外ネットワーク（大学等の共同研究や外部提携先等）－    

	


３.事業計画
	[1] 事業テーマ名　【50字以内で記入してください】


	


	[2] 本事業への申請に至った経緯と海外展開への意欲・必要性

－これまでの取組内容や自社の現状から、本事業への申請に至った経緯や動機、社会的背景、
海外事業展開に向けた意気込み等－

	


	[3] 海外展開をしようとしている製品（技術・サービス）・ビジネスモデルの概要　

	


	[4] 本事業が有する新規性・独自性・優位性（保有技術、知的財産、ノウハウ等） 

	　


	[5] 検討している進出国・地域及びその理由　

	進出国または地域　

	※ 必ずご記入ください（予定可）。


	進出の理由

	


	[6] 本事業にて支援を受けたい内容　―市場調査国・展示会名・開発製品名―

	□
	(1)海外市場のニーズ調査

	□
	(2)展示会出展

	□
	 (3)製品開発

	海外市場のニーズ調査

	（市場調査する国又は地域）
	※ 必ずご記入ください（予定可）。


	

	展示会出展　　

	展示会名（開催国）
	※ 必ずご記入ください（予定可）。


	

	製品開発

	開発する製品
	

	· 原則実施内容を変更することはできません。


	その他の支援を受けたい内容

	


	[7] 海外展開スケジュール　

	補助対象事業
	実施期間（月）

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2

	⑴ 海外市場の
ニーズ調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑵ 展示会出展
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑶ 製品開発
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　
	[8] 事業計画の実現に当たり、自社が抱える課題・問題点　

－職員のノウハウの不足、ネットワークの不足、資金の不足等－

	


第２号様式【グループ申請】
　　年　　月　　日
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付申請書
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様
                                    代表企業 
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　
名　  称
 代 表 者　役職名
 氏　名　　　　　　       　　    
電    話
下記のとおり標記補助金の交付を受けたいので、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　補助金申請額　　　　　　金　　　　　　　　　円
経費の内訳は第２号様式【別紙４】のとおり
２　関係書類
・構成団体一覧表（第２号様式【別紙１】）
・企業概要書（第２号様式【別紙２】）　
・事業計画書（第２号様式【別紙３】）
・事業経費内訳書（第２号様式【別紙４】※第１号様式【別紙２】と共用）
・企業概要や製品（商品）が分かる書類（会社案内・カタログ等のパンフレット）
・企業理念・経営方針を記載したもの

・直近３期分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書）
　　※ただし、創業後３期に満たない場合は創業後の期数分

・市民税、固定資産税及び都市計画税の京都市税に関する納税証明書

（申請日から３箇月以内に発行されたもののうち該当するもの）
・事前着手届（第５号様式）　※補助金交付決定以前に事業着手する場合

・暴力団排除に関する誓約書（第１０号様式）　
　
第２号様式【別紙１】
【構成団体一覧表】
代表企業
企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　              　住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　              　役　職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　       　       氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　                 　構成企業
企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　       　       　住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　              　役　職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　        氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　                 　構成企業
企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　       　　       住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　       　       役　職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　構成企業
企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　       　　       住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　              　役　職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　         　       　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○本事業に関する窓口担当者

	企業名
	
	ＴＥＬ
	

	役　職
	
	ＦＡＸ
	

	氏　名
	
	E-mail
	


第２号様式【別紙２】　※グループを構成する交付対象企業ごとに提出が必要です。
【企業概要書】

※様式は、適宜枠の幅を広げてご記入ください。

１企業概要
	フリガナ
企業名
	
	創業年月日
	

	
	
	法人設立年月日
	

	フリガナ
代表者名
	
	役　職　名
	

	
	
	生年月日
	

	業種
(※別表1参照)
	
	総人員数

（直近）
	役　　員　　　　　　　　名
全従業員　　　　　　　　名

	資本金
	千円
	売上高(直近)
	千円

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	Ｅ-mail
	
	ＵＲＬ
	http://

	事業内容
取扱商品・
サービス
	

	住　所
(本社所在地)
	〒


	本社以外に事業所がある場合

	
	名　　称
	所　在　地
	従業員数

	
	
	〒

	

	
	
	〒

	

	
	
	〒


	

	株主構成
	主要取引先

	株主名
	会社との関係
	比率(％)
	販売先
	比率(％)
	仕入先
	比率(％)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	


２.企業の実績等

	①会社沿革

	


	②企業の有する強み・弱み

	


	③表彰実績、補助金・助成金、法に基づく認定、認証等

	


	④公的補助金等の実績
（過去３年分に加え、申請中、申請予定のものもご記入ください。）

	（本補助事業に申請する事業と同一事業での公的補助金等の実績をご記入ください。また、他の競争的資金等に採択された場合は、速やかに当財団に報告してください。なお、事業実施期間内に、他の公的補助金の交付が確定した場合、事業終了後に提出いただく実績報告書における補助金交付確定額はその額を引いた額となりますのであらかじめご注意ください。）
　



	⑤経営理念・経営方針（事業計画等関連する資料を提出ください）

	　



	⑥ジェトロ、中小機構（中小企業基盤整備機構）、京都市産業技術研究所等による支援を受けた経験があればご記入ください　

	　



	⑦海外事業経験　　

	　【　　】（有・無を記入）　【　　】年（海外事業経験年数）



第２号様式【別紙３】　
【事業計画書】
	[1] 事業テーマ名　【50字以内で記入してください】


	


	[2] グループで本事業への申請に至った経緯と海外展開への意欲・必要性

－これまでのグループや代表企業・構成企業における取組内容や現状から、グループで本事業への

申請に至った経緯（グループでの海外展開の実績を含む）や背景、海外事業展開に向けた意気込み等－

	


	[3] グループで海外展開をしようとしている製品（技術・サービス）・ビジネスモデルの概要　

	


	[4] 本事業が有する新規性・独自性・優位性（保有技術、知的財産、ノウハウ等） 
　－保有技術、知的財産（特許・商標等の内容・出願日等）、ノウハウ等　グループが有して
いる独自性や強み－

	　


	[5] 検討している進出国・地域及びその理由


	進出国又は地域　

	※ 必ずご記入ください（予定可）。


	進出の理由

	


	[6] 本事業にて支援を受けたい内容　～市場調査国・展示会名・開発製品名～

	□
	(1)海外市場のニーズ調査

	□
	(2)展示会出展

	□
	 (3)製品開発

	海外市場のニーズ調査

	（市場調査する国又は地域）
	※ 必ずご記入ください（予定可）。


	

	展示会出展　　

	展示会名（開催国）
	※ 必ずご記入ください（予定可）。


	

	製品開発

	開発する製品
	

	· 原則実施内容を変更することはできません。


	その他の支援を受けたい内容

	


	[7] 海外展開スケジュール　

	補助対象事業
	実施期間（月）

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2

	⑴ 海外市場の
ニーズ調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑵ 展示会出展
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑶ 製品開発
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　
	[8] 事業計画の実現に当たり、グループが抱える課題・問題点　

－ノウハウの不足、ネットワークの不足、資金の不足等－

	


	[9]本事業の実施体制　　
―グループ内の人材概要、海外拠点、支援パートナー、社外ネットワーク（大学等の共同研究や外部提携先等）－    

	


第３号様式
　　年　　月　　日
法人にあっては名称
及び代表者の氏名　宛
公益財団法人京都高度技術研究所
理事長　西本清一
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付決定通知書
　　年　　月　　日付けで申請のありましたグローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクトに係る補助金交付申請書について、内容を審査し、下記のとおり交付することを決定しましたので、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第９条の規定により通知します。
記
１　補助金交付額　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
２　交付の条件
(1) 補助金交付の目的に反した場合には，補助金の取消し，若しくは交付予定額を変更し、又は既に交付した補助金の返還を命じることがあります。

(2) 本事業の実施状況を確認するために、当財団による検査を実施することがあります。
第４号様式
　　年　　月　　日
法人にあっては名称
及び代表者の氏名　宛
公益財団法人京都高度技術研究所
理事長　西本清一
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金不採択決定通知書
　　年　　月　　日付けで申請のありましたグローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクトに係る補助金交付申請書について、内容を審査し、下記のとおり決定したので通知します。
記
審　査　結　果　　　　不採択

第５号様式
　　年　　月　　日
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　  称
代 表 者　役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　　
電    話
事前着手届　
　　年　　月　　日付けで申請しましたグローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金について、交付決定前に事業に着手しますので、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金補助金交付要綱第１０条の規定により届け出ます。
　なお、本件について交付決定がなされなかった場合、又は交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議は申し立てません。
記
１　事前着手の理由
２　着手（予定）年月日　　　　　　年　　　月　　　日
第６号様式
　　年　　月　　日
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　  称
代 表 者　役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　
電    話
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金変更承認申請書
　　年　　月　　日付けで交付決定のあったグローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクトにつきまして、別紙のとおり事業内容を変更するため、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第１１条に基づき申請します。
記
１　変更の内容
２　変更を必要とする理由
　※ 変更の内容については、事業計画書(第１号様式【別紙１】【別紙２】、グループで申請する場合は
第２号様式【別紙２】【別紙３】【別紙４】)に変更後の内容をご記入の上、添付してください。

　※ なお、変更部分は２段書きとし、上段に（　）書きで変更前の数値等をご記入ください。

　※ また、交付申請書の添付書類に変更がある場合は、変更後の書類を添付してください。
第７号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　年   月   日
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長  様
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　  称
代 表 者　役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　　
電    話
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金計画中止（廃止）承認申請書　
  　年　　月　　日付けで交付決定のあったグローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金について、下記のとおり事業を中止（廃止）するため、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第１２条に基づき申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　中止（廃止）の時期　　　　　　　　　年　　月　　日
第８号様式
年　　月　　日
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長  様
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　  称
代 表 者　役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　　　
電    話
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金実績報告書
　　年　　月　　日付けで交付決定のあったグローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金について、下記のとおり事業を実施しましたので、グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第１３条に基づき報告します。
記
１　補助金交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　円

　

２　補助対象経費　　　　　金　　　　　　　　　　　円

３　事業完了年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

４　添付資料

（１）事業報告書（第８号様式【別紙１】）

（２）事業収支決算書（第８号様式【別紙２】）
（３）事業の実施内容を確認できる書類・写真（資料、カタログ、写真等） 

（４）業者への発注内容等を確認できる書類（見積書、契約書、発注書、請書、納品書）の写し 

（５）経費の支払いを確認できる書類（請求書、振込依頼書・領収書）の写し 

（６）その他、事業実績の説明に必要と認める資料
第８号様式【別紙１】　

【事業報告書】

１　実施事業

	☑欄
	補助対象事業
	補助金交付決定額
	補助対象経費

	□
	(1)海外市場のニーズ調査
	円
	円

	□
	(2)展示会出展
	円
	円

	□
	(3)製品開発
	円
	円

	
	（ 合 計 ）
	円
	円


２　実施内容
(1)海外市場のニーズ調査

	実施期間
	　　　　年　　　　月　　　　日　　～　　　　年　　　　月　　　　日

	実施内容
	（補助事業の実施内容）


	事業の成果
	（補助事業の成果）


	今後の展開
	（補助事業の今後の展開予定）


	備考
	※ 市場調査レポートを添付してください。



　　※記入欄が足りない場合は、行を適宜追加してください。（２ページ以上も可）

(2)展示会出展
	実施期間
	　　　　年　　　　月　　　　日　　～　　　　年　　　　月　　　　日

	実施内容
	（補助事業の実施内容）


	事業の成果
	（補助事業の成果）


	今後の展開
	（補助事業の今後の展開予定）


	備考
	※写真、パンフレット等添付してください。



(3)製品開発
	実施期間
	　　　　年　　　　月　　　　日　　～　　　　年　　　　月　　　　日

	実施内容
	（補助事業の実施内容）


	事業の成果
	（補助事業の成果）


	今後の展開
	（補助事業の今後の展開予定）


	備考
	※写真等添付してください。



第８号様式【別紙２】
	補助限度額(千円)

	(1)
	

	(2)
	

	(3)
	


【事業収支決算書】

(1)海外市場のニーズ調査

１　収入内訳







　　　（単位：円）
	区　　　分
	金　　　額
	備考

	本補助金
	円　
	補助対象経費合計の1/2以内
(千円未満切捨)
補助上限額あり

	自己資金等
	円　
	

	合　　計
	　　　　　　　　　　円　
	


２　支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	経費区分
	内　　訳
	証票No
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
（税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小計
	
	
	円
	円

	補助金額（補助対象経費小計欄×２分の１※上限額を超える場合は上限額）※千円未満切捨　
	円


※１　消費税及び地方消費税は、補助対象経費となりません。

※２　補助対象経費＝補助事業に要した経費－消費税及び地方消費税
(2)展示会出展
１　収入内訳







　　　（単位：円）
	区　　　分
	金　　　額
	備考

	本補助金
	円　
	補助対象経費合計の1/2以内
(千円未満切捨)
補助上限額あり

	自己資金等
	円　
	

	合　　計
	　　　　　　　　　　円　
	


２　支出内訳　
	経費区分
	内　　訳
	証票No
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
（税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小計
	
	
	円
	円

	補助金額（補助対象経費小計欄×２分の１※上限額を超える場合は上限額）※千円未満切捨　
	円


※１　消費税及び地方消費税は、補助対象経費となりません。

※２　補助対象経費＝補助事業に要した経費－消費税及び地方消費税
(3)製品開発
１　収入内訳







　　　（単位：円）
	区　　　分
	金　　　額
	備考

	本補助金
	円　
	補助対象経費合計の1/2以内
(千円未満切捨)
補助上限額あり

	自己資金等
	円　
	

	合　　計
	　　　　　　　　　　円　
	


２　支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	経費区分
	内　　訳
	証票No
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
（税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小計
	
	
	円
	円

	補助金額（補助対象経費小計欄×２分の１※上限額を超える場合は上限額）※千円未満切捨
	円


※１　消費税及び地方消費税は、補助対象経費となりません。

※２　補助対象経費＝補助事業に要した経費－消費税及び地方消費税
３　グループ企業ごとの支出内訳（単独採択の場合は記載不要）

	企業名
	経費内訳

	
	補助事業に要した経費
	円

	
	補助対象経費
	円

	
	本補助金
	円

	
	補助事業に要した経費
	円

	
	補助対象経費
	円

	
	本補助金
	円

	（ 合 計 ）
	補助事業に要した経費
	円

	
	補助対象経費
	円

	
	本補助金
	円


【留意事項】
　※補助金交付の対象となるのは京都市内に事業所等を有する中小企業のみです。京都市内中小企業以外の構成企業については補助の対象とはなりませんのでご注意ください。
第９号様式
            　　年 　  月 　  日
法人にあっては名称
及び代表者の氏名　宛
公益財団法人京都高度技術研究所
理事長　西本清一
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付額決定通知書
グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり補助金交付額を決定しましたので通知します。
記

１　補助金交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　　円
　
２　備　　　　　　考　　　　速やかに請求書を提出してください。
第１０号様式
年　　月　　日
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様
暴力団排除に関する誓約書
私（当法人）は自ら（主要な出資者，役員及びそれに準ずる者を含む。）が暴力団、暴力団員・準構成員、暴力団関係企業，特殊知能暴力集団の関係者その他公益に反する行為をなす者(以下「暴力団員等」という。)でないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ暴力団員等を利用しないことを誓約いたしますます。なお、これらの事項に反する場合、契約の解除等、貴財団が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。

１　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること

２　暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること

３　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること

４　暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること

５　役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること

　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　住　　　所：

　　　　　　　　　　　　　事業者名称：

　　　　　　　　　　　　　代表者名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１１号様式
	
	請     求     書
	

	

	
	
	
	
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円
	

	
	金 額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ただし、「グローバル・ニッチ・トップ企業創出プロジェクト補助金」として
上記の金額を請求します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様
請  求  者
所　　　在　　　地
　　　　　　　　　　名　称（法人名）
代 表 者  役 職 名
　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　 
                                 　　　　

	本書の金額は、下記口座に振込願います

	口座開設場所
および預金種別
	銀行
信用金庫
	支 店
	普通
当座
	第　　 　　　号

	口座名義
	（フリガナ）


